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ナトリウム 

⚫ 諸外国におけるナトリウムの摂取基準（mg/日、（）内は食塩相当量[g/日]） 

国（機関） 
オーストラリア・ 

ニュージーランド 1 中国 2 フランス 3 
ドイツ・ 

オーストリア・スイス 4 
韓国 5 オランダ 6 

目安量 a 460-920 1500 ― 1500 1500 ― 

目標量 b, c 2000 2000 ― ― 2300 ― 

国（機関） 北欧諸国 d,7 台湾 8 イギリス 9, 10 アメリカ・カナダ 11 EFSA12 WHO13 

目安量 a ― ― 1600 e 1500 ― ― 

目標量 b, c 
2400 

（6） 
― （6） 2300 2000 

2000 

（5） 
EFSA; European Food Safety Authority (欧州食品安全機関); WHO, World Health Organization (世界保健機関). 
a 対象となる年齢：記載なし（オーストラリア・ニュージーランド）、18～49 歳（中国）、19～50 歳（イギリス、アメリカ・カナダ）、19～64 歳（ドイツ・オーストリア・スイス、韓国）。

 

b 対象となる年齢：10 歳以上（北欧諸国）、11 歳以上（イギリス）、16 歳以上（WHO）18 歳以上（オーストラリア・ニュージーランド、EFSA）、18～49 歳（中国）、19～50 歳（アメリカ・カナダ）、9～64 歳
（韓国）。 

c 基準値の名称：Suggested Dietary Target（オーストラリア・ニュージーランド）、Proposed Intake（中国）、Chronic Disease Risk Reduction Intake（韓国、アメリカ・カナダ）、Population Goal（北欧諸
国）、Maximum Intake（イギリス）、Safe and adequate intake（EFSA）、Recommendation（WHO）。 

d 北欧諸国：デンマーク、フィンランド、ノルウェー、スウェーデン 
e  Reference Nutrient Intake（推奨量）として設定。他に Lower Reference Nutrient Intake（母集団の 2.5％が充足している量）として 575 mg/日が設定されている。 
 

成人における基準値は、主に目安量（Adequate Intake：特定の集団におけるある一定の栄養状態を維

持するのに十分な量）と目標量（特定の集団において慢性疾患の予防を目的とする摂取量、表記は国（機

関）により異なる）が設定されていた。なお、フランスでは基準値策定のための十分な根拠が存在しないこと

を理由に基準値の策定が見送られ、オランダ、台湾ではナトリウムについての言及がなかった。 

目安量は、調査した 12 の国（機関）中、5 ヶ国において設定されており、このうち 4 ヶ国の基準値は 1500 

mg/日であった。イギリスのみ推奨量（Reference Nutrient Intake：母集団に属するほとんどの人が充足して

いる量）が設定されていたが、その値は 1600 mg/日と他国の目安量（オーストラリア・ニュージーランドを除

く）と近かった。 

目標量は、8 つの国（機関）で設定されており、このうち WHO を含む 5 つの国（機関）の基準値は 2000 

mg/日であり、食塩相当量では 5 g/日に相当する。北欧諸国とイギリスの 2 ヶ国の目標量は 2400 mg/日で

あり、食塩相当量では 6 g/日に相当する。アメリカ・カナダの目標量は 2300 mg/日であり、食塩相当量では

5.8 g/日に相当する（ナトリウム 1000 mg = 食塩 2.54 g として換算）。 

 

⚫ 日本人の食事摂取基準（2020 年版）との比較 

日本人の食事摂取基準（2020 年版）14 では、成人（18～64 歳）における基準値は推定平均必要量

（母集団における必要量の平均値の推定値）として 600 mg/日（ナトリウム）、目標量として食塩 男性 

7.5ｇ/日未満、女性 6.5 g/日未満と設定されている。諸外国においては、前述のとおり推定平均

必要量を設定している国は存在しなかった。また、日本の目標量は諸外国よりも高くなっているが、これは

実現可能性を考慮し、WHO の基準値と平成 28 年国民健康・栄養調査の中央値の中間値から目標量を設

定しているためである。 
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